
 
 
 
 

 

■「国土形成計画（全国計画）」の変更基準について       

平成 27 年 8 月 14 日に国土形成法（昭和 25 年法律第 205 号）に基づき、国土形成計画（全国計画）の変更の閣

議決定がなされましたのでご紹介します。 

本計画は平成 26 年 7 月に策定された「国土グランドデザイン 2050」等を踏まえて、急激な人口減少、巨大災害の

切迫等、国土に係る状況の大きな変化に対応した、平成 27 年から概ね 10 年間の国土づくりの方向性を定めるもので

す。 

本計画では、国土の基本構想として、それぞれの地域が個性を磨き、異なる個性を持つ各地域が連携することによ

りイノベーションの創出を促す「対流促進型国土」の形成を図ることとし、この実現のための国土構造として「コンパクト

+ネットワーク」の形成を進めることとしています。 
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□道路の機能と経済性・施工性に特化した狭小道路の改良整備について 

～経済性と施工性を重視して実施した災害時代替輸送路の整備の事例紹介～ 

1．業務概要 

近年、相次ぐ災害の発生により各地で甚大な被害が発生していることから、行政は防災への取り組みを強く求めら

れています。一方、長引く不況による財政難から、特に少子高齢化の進行する地方では公共投資への予算が削減さ

れるなど厳しい制約があります。 

 以上の背景を踏まえ、災害時の緊急輸送路である国道の代替輸送路として位置づけられる狭小道路において実施

した道路拡幅業務設計についてご紹介します。 

2. 技術的課題・問題点 

2.1 業務の課題 

 本設計箇所は対象路線の中でも最も狭小な区間であり、現況道路においては普通車（大型車）の通行は困難であり、

これにより国道の代替輸送路としての機能が確保できていなく、緊急時の集落の孤立が懸念されました。 

そのため、大型車の通行が可能となる道路改良を行い、円滑な輸送を可能とする方法を検討しました。 

2.2 課題に対する問題点 

 上記課題に対する問題点は以下となります。 

1）狭隘な渓谷を通過する路線で、地形的制約がある。 

2）工事予算に限りがあり、大規模な工事は困難である。 

3. 技術的提案 

3.1 道路構造令第 38 条の採用 

 現況道路を拡幅して機能を確保する経済的となる方策を条件とし、道

路管理者への提案と協議により、道路構造令第 38 条「小区間改築の場

合の特例」を適用することとしました。以上の方策の採用により道路構

造令基準外となる幾何構造を一部採用して、最小限の道路改良の比

較検討を行いました。 

4. 技術的成果 

道路構造令第 38 条を採用することで、迅速かつ応急的な改築を行うことが可能となり、道路管理者並びに利用者

の要求を満足させる道路構造とすることができました。 

 道路管理者からの要求及び目的である大型車の通行を可能としただけではなく、曲線長や緩和区間を構造令基準

値外とすることで、大型車の通行を可能としたまま工事費用を抑えることができました。工事費用は当初計画の約 1/4

となり、複数年度施工の計画であったものが単年度施工で可能となりました。 

 また、経済性だけでなく、施工性にも優れたものとすべく、平面曲線数を現況より低減し、大規模な構造物は河川横

断箇所の箱型函渠のみとするなど、ほとんどを小規模な土工となる計画とすることができました。 

5. 現時点での評価と今後の取り組み 

 3 か年計画であった本事業を線形等の変更により 1 年計画とすることで余剰予算を他の事業に振り替えることができ

ました。また、本事業用地取得は所有者の寄付によるなど、地元の理解も得られており、地元への行政サービスは向

上（防災対策の改善）したものと考えています。 

 今後も、国土強靭化を目標とする我が国では、道路は防災・減災において大きな役割を担うものであります。今後も、

基準にとらわれず、対象となる道路の現況と求められる機能を総合的に判断し、経済的でかつ施工に優れた道路整

備の提案を行なっていく所存です。 
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